
書式第12号 (法第28条関係 )

2020年度 事 業 報 告 書

令和2(2020)年 1月 1日 ～令和2年 12月 31日 まで

特定非営利活動法人 フィリピン日系人リーガルサポートセンター

代表理事 猪俣 典弘

1事業の成果

フィリピン残留日本人2世の身元捜し、日本国籍取得支援を現地日系人会連合会 (傘下の日系人会)と協働で実施
した結果、11人の2世 (故人含む)の身元(父の本籍)が判明した。19人の2世につき就籍許可の申立てを支援し、う
ち13人が年度内に許可を得て国籍を回復した。亡くなつた日系2世 10人につき、家族による出生の記載申出を父
の本籍地役場に提出し、2人が記載許可になり国籍を回復した。無国籍者削減に取り組む国連高等弁務官事務所
(UNHCR)が フィリピン政府への提言報告書を作成するのに協力し、その結果、報告書に、フィリピン残留日本人を
無国籍のリスクにある集団の1つとして国家計画の対象とすること、解決へのタイムラインをもうけ、日比二国間協議と
合同委員会の設置することなどが盛り込まれた。映画や書籍を活用して広報活動に力を入れ、コロナ禍にありながら
会員、寄付者が増加した。

2事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 内容
実施
日時

実施
場所

従事
‐
●

の人
数

支出額

(万円)

小数点以下
四捨五人

受益対象者
の範囲及び

人数

人2世、3世、
ほか関係者
30人

2世4人とその

家族

3世4世30人

3世4世30人

2016

フィリピン日
系人の日本
国籍回復支
援事業

1 日
=

に日本での資料調査、親族照会による
身元捜しを実施した結果、2世 11人 (父

親である1世数5人)の身元が判明した。
2)国籍未取得の2世 19人につき、家庭
裁判所への就籍許可申立てを支援し
た。日系人2世への聞き取り調査はオン

ライン面接も併用した。申立後は、前年
度から係属中事件も含めて、裁判所の

要請に基づき、追加証拠の収集や再調
査を実施した。年度内に19人中10人は
年度内に許可された。

ヽ ・フイ ン

・法人事務所

4人

3)2月 実施の日本国外務省 (大使館職
員)による「フィリピン残留 日本人の国籍
回復のための間き取り調査」アレンジし、
実施を補佐した。2世1人はダバオ市内
の日系人会事務所にて、他3人はダバ

オ市周辺地域に家庭訪問。

2/24-25 フィリピン、ダバ

オ市
1人

4)亡くなった2世の国籍回復の手段とし
て、家族による出生等記載申出の提出
を10件支援した。年度中に2件につき
記載許可となった。

5)在 日、在比、第二国にいるフィリピン

日系人からの相談に応じた。主には就
籍、戸籍登載、国籍取得についてで、相
談方法は来所、メール、電話。

随時

随時

法人事務所 3名

法人事務所
比国内

5名



フィリピン日
系人の一時
帰国支援事
業

実施しなかった。

0万

フィリピン日
系人に関す
る研究、講
演、広報、出
版事業

1)外務省委託調査   ~
① 日本国外務省から第13次フィリピン
残留 日系人調査として委託を受け、日
系人の動態調査を実施した。
② 日系人会に所属せず、いまだ残留 日
系人として登録のない2世が多くいるレ
イテ島およびサマール島の2地域にお
いて、フィリピンの地方自治体と連携して
登録推進への協力依頼、情報提供を
行った。

2)講演
①新宿NPO協働推進センター主催の
「NPO交流サロン」に登壇
②明治学院大学のゼミに招かれ、講師
として登壇          ③
映画「日本人の忘れもの」の劇場公開
中、上映後トークに登壇し、活動報告と
協力呼びかけを行った。

1/17～
3/31

比国内/

法人事務所(東

京)

2人 2世とその家
族1000人

233万

11/2

12/3
都 内 4人 参加者/学生

40人

0

3)法人ホームページ、SNS,オンライン寄
付サイトの活動報告頁を随時更新し、事
業の進捗や活動及び成果報告を行っ
た。

4)法人ニュースを和文、英文、で発行し
配布した。

①無国籍者削減に取り組百ラ:刀百万訂
留日系人をテーマにした代表理事と事
務局長の共著書及び映画の紹介をかね
て国会議員を訪問し、問題解決への協
力を訴えた。②

と面会し、フィリピン残留日本人
問題の政治的解決を訴えた。
③無国籍者削減のための提言報告書の
とりまとめに取り組むフィリピンの国連高
等難民弁務官事務所の要請に応じて、
無国籍のフィリピン残留日本人の背景、
歴史、実態について情報提供し、数次
にわたるオンライン会議で、フィリピン残
留日系人の立場に立った要望を盛り込
むべく働きかけた。

随時 法人事務所 4人
日本市民不
特定多数、在
日日系人、企
業、教会、国
際協力団体な
ど

76:万

20万

和文年4回
/英文年4
回

。法人事務所
。比国内

4人

フィリピン残
留日系人に

関する政策
提言事業

随時 東京都内 5人 日本国籍回
復を希望する
無効籍の日
系2世910と
その家族

フィリピン残
留 日系人社
会の経済
的、文化的
発展のため
に寄与する
事業

実施しなかった。

0万

※その他の事業については実施しなかった



14 28

2020年度 活動計算書

2020年 1月 1日 ～ 2020年 12月 31日

認定NPO法 人フィリピン日系人 リーガルサポー トセンター

代 表  猪 俣 典 弘
(単位 :円 )

I 経常収益

1 受取会費

入会費

正会員会費

賛助会費

学生会費

日系人会費

2 受取寄附金

受取寄附金

3 調査受託収入

外務省 (調査)

4 事業その他

就籍に係る翻訳・通訳料

5受取利息

経常収益計 (A)

Ⅱ 経常費用

1、 事業費

(1)人件費

外注費

給料手当

法定福利

人件費計

(2)そ の他経費

フィリピンヘ業務委託費

図書資料費

旅費交通費

通信費

事務用品費

租税公課

保険料

リース料

交際費

研修費

為替使用

広告宣伝費

支払手数料

諸会費

その他経費計

事業費計

科
口
Ｈ 金 額

86,000

780,000

420,000

9,000

240,000

35,202,477

2,335,211

365,386

48

1,535,000

35,202,477

2,335,211

365,386

０
０

４
ェ

39,438,122

357,000

12,523,000

1,750,373

14,630,373

6,734,599

9,642

764,328

648,440

251,860

4,000

14,540

30,624

24,802

1,500

52,500

259,960

19,900

10,000

8,826,695

23,457,068



2、 管理費

(1)人件費

外注費

給与手当

法定福利

人件費計

(2)そ の他経費

地代家賃

支払手数料

旅費交通費

通信費

事務用品費

福利厚生

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計 (3)

当期経常増減額 (A)一 (B)

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額 (C)

法人税 (D)

前期繰越正味財産額 (E)

次期繰越正味財産額 (C)― (D)+(E)

※その他の事業については実施しなかつた。

326,024

1,043,280

152 206

26,437,959

1,521,510

1,343,040

17,708

48,560

12,025

25,395

1,351

11,302

1,459,381

2,980,891

13,000,163

13,000,163

70,000
-6,753,986

ｎ

）

0

6,176,177



書式第 15号 (法第28条関係)

2020(令和2)年度 貸借対照表

2020(令 和 2)年 12月 31日 現在
認定NPO法人フィリピン日系人リーガルサポー トセンター

代表理事   猪 俣 典 弘

円)
日
［

22,673,449

52,500

76 913

22,802,862

22,802 863

468,645

13,892,941

2,265 100

1 626 686

16 626 686

-6,753,986

12,930 163

17 1776

流動資産

現金預金
前渡金

フィリピン勘定
流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債

預 り金

短期借入金

前受金

流 動 負 債 合 計

固定負債
固 定 負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産
当期正味財産増減額

負債及び正味財産合計

２

　

　

　

″徊
ハ 債  合  計

正味財産合計

I 資産の

22 802 863



書式第 16号 (法第28条関係 )

令和2年度 計算書類の注記

認定NPO法人フィリピン日系人リーガルサポートセンター
1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準に基づき作成しており、収支計算書から活動計算書への変更を行つてい
ます。

また有形固定資産については、法人税法の規定に基づき定率法で償却をしています。

(1)固 定資産の減価償却の方法

固定資産なし

2.事業別損益の状況

科 目
日本国籍回復事

業

一時帰国
事業

研究、講演、広報
事業

政策提言事業

経済的・文
化的発展
に寄与す
る事業

事業部門計 管理部門 合計

30,975,913

365,386

759,571

2,335,211

４

‘

200,729

0

31,936,213

0

2,335,211

0

365,386

48

1,535,000

3,266,264

1,535,000

35,202,477

0

2,335,211

0

365,386

48

31,341,299 3,094,830 200,729 34,636,858 4,801,264 39,438,122

24,000

10,614,500

1,484,316

233,600

1,826,000

255,554

99,400

82,500

10,503

357,000

12,523,000

1,750,373

326,024

1,043,280

152,206

683,024

13,566,280

1,902,579

12,122,816 2,315,154 192,403 14,630,373 1,521,510 16,151,883

6,025

573,582

329,851

251,860

30,624

19,350

10,000

4,000

52,500

6,734,599

24,802

1,500

186,037

14,540

259,960

318,589

550

3,617

4,709

9,642

764,328

14,540

259,960

648,440

251,860

30,624

19,900

10,000

4,000

52,500

6,734,599

24,802

1,500

0 1,343,04

17,708

70,000

11,302

1,351

48,560

12,025

25,395

9,642

812,888

14,540

259,960

660,465

277,255

30,624

37,608

10,000

74,000

52,500

6,73■ 599

11,302

2■802

1,351

1,500

1,343,040

8,038,693 779,676 8,326 8,826,695 1,529,381 10,356,076

20,161,509 23,457,068 3,050,891 26,507,9593,094,830 200,729

I 経常収益

1.受取会費

2.受 取寄附金

3.受 取助成金

(1)外務省

4.事業収益

就籍関連翻訳通訳わ

5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費

外注費

給料手当

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

図書資料費

旅費交通費

保険料

広告宣伝費

通信費

事務用品費

リース料

支払手数料

諸会費

租税公課

為替使用

フィ委託費

雑費

交際費

福利厚生費

研修費

地代家賃

その他経費計

経常費用計



3.固定資産の増減内訳

なし

4.借入金の増減内訳

5.役員及びその近親者との取引の内容

科 目
計算書類に計
上された金額

内役員及び近
親者との取引

(活動計算書)

受取寄付金 35,202,477 12,000,000

受取会費(正会員) 780,000 84,000

事務所家賃 1,343,040 1,343,040

活動計算書計 37,325,517 13,427,040

(貸借対照表)

役員借入金 13,892,941 13,892,941

貸借対照表計 13,892,941 13,892,941

※役員借入金の該当役員が役員であつたのは2020■ 1-12」 01まで

6.その他認定NPO法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

●事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、福利厚生費及び旅費交通費については従事割合
に基づき核分しています。

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

短期借入金 13,892,941
ｎ

）
ｎ

） 13.892.941

合計 13,892,941 13,892.941



書式第 17号 (法第28条関係)

2020(令和2)年度 財産目録
2020(令 和 2)年 12月 31日 現在

認定NPO法 人フィリピン日系人リーガルサポー トセンター

代表理事  猪 俣 典 弘

(単位 :円 )

科
日

Ｈ 金 額
I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

銀行普通預金

銀行普通預金

振替貯金

前渡金

フィリピン勘定

流 動 資 産 合
2 固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

固 定 資 産 合

(みずほ銀行四谷支店 1)

(みずほ銀行四谷支店 2)

(みずほ銀行四谷支店 3)

計

計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債

預り金
短期借入金
前受金

流 動 負
エ
ーヨ

ロ
〈
ロ

債

つ

“ 固定負債
固 定 負 債 △

ロ

計

産

計

負  債  合

正  味  財

83,587

812,263

21,722,919

19,939

34,741

52,500

76,913

22,802,862

22,802,863

468,645

13,892,941

2,265,100

16,626,686

16,626,686

6,176.177



書式第 18号 (法第 28条関係)

2020年 度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有館を記載した名簿)

位菫饉型理型込
フィリピン日系人リーガルサポートセンター

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

И各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 巨憂]・
監事

カワイ  ヒロユキ R2`■  1月  1日
～R2年 12月 10日

年  月  日

年   月   日河合 弘之

2 巨ヨ・監事
アオキ  ヒテ'シケ

゛
R2年  1月  1日
～R2年 12月 31日

年 月

月

日

日年青木 秀茂

3 匡ヨ・監事

イトウ ヒテ
゛
オ

R2年 1月  1日
～R2年 12月 31日

年  月  日

年 月 日伊藤 英男

4 睡憂]・ 監事

ホシ  チョウキチ

星 長吉

R2Z■  1月  1日
～R2年 12月 31日

年  月  日

年  月  日

5 巨ヨ・監事
R2年  1月  1日
～R2年 12月 31日

年

年

月

月

日

日
ジュセブン・

アウステロ

6 巨憂]・
監事

セキノ  アキラ
R2年 1月  1日
～R2年 12月 31日

年

年

月

月

日

日関野 章

7 匡ヨ・監事

イノマタ  ノリヒロ

R2年  1月  1日
～R2年 12月 31日

年 月

月

日

日年

猪俣 典弘

8

理事・匡ヨ

ホンタ
゛  ヨシエ

R2Z■  1月  1日
～R2年 12月 31

日

年 月

日

年 月

日

本田 佳江

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人
フィリピン日系人リーガルサポー トセンター

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
河 合 弘 之

2 青 木 秀 茂

3 福島ユー・アンド・コー

プロイラー 株式会社
代表取締役 伊藤 英男

4 関 野   章

5
有限会社アイプラン

代表取締役 星 長吉

6 橋 本 雅 典

7 保 津 豊 彦

8 株式会社 トライアンフ

代表取締役 半澤 正明

9 伊 藤 昌 子

10
伊 藤 佳 江

11
ルイズ プレシリアノ

12 株式会社エヌチキン

代表取締役 徳満義弘


